
宮代町個人情報保護条例の一部を改正する条例 新旧対照表 

（下線部分が改正部分） 

改   正   案 現       行 

（定義） （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各

号に定めるところによる。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各

号に定めるところによる。 

（１）実施機関 町長、教育委員会、選挙管理委員会、公平委員会、

監査委員、農業委員会、固定資産評価審査委員会及び議会をいう。 

（１）実施機関 町長、教育委員会、選挙管理委員会、公平委員会、

監査委員、農業委員会、固定資産評価審査委員会及び議会をいう。 

（２）個人情報 個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関

する情報を除く。）であって、次のいずれかに該当するものをい

う。         

（２）個人情報 個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関

する情報を除く。）であって、特定の個人が識別され、又は識別

され得るものをいう。 

ア 当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等（文書、

図画若しくは電磁的記録（電磁的方式（電子的方式、磁気的方

式その他人の知覚によっては認識することができない方式を

いう。）で作られる記録をいう。以下同じ。）に記載され、若

しくは記録され、又は音声、動作その他の方法を用いて表され

た一切の事項（個人識別符号を除く。）をいう。以下同じ。）

により特定の個人を識別することができるもの（他の情報と照

合することができ、それにより特定の個人を識別することがで

きることとなるものを含む。） 

 

イ 個人識別符号が含まれるもの  

（３）個人識別符号 行政機関の保有する個人情報の保護に関する法

律（平成１５年法律第５８号。以下「行政機関個人情報保護法」
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という。）第２条第３項に規定する個人識別符号をいう。 

（４）要配慮個人情報 行政機関個人情報保護法第２条第４項に規定

する要配慮個人情報をいう。 

 

（５）公文書 実施機関の職員が職務上作成し、又は取得した文書、

図画、写真、フィルム及び電磁的記録             

                              

                であって、当該実施機関の職

員が組織的に用いるものとして、実施機関が保有しているものを

いう。ただし、官報、公報、白書、新聞、雑誌、書籍その他不特

定多数の者に販売し、又は頒布することを目的として発行される

ものを除く。 

（３）公文書 実施機関の職員が職務上作成し、又は取得した文書、

図画、写真、フィルム及び電磁的記録（電子的方式、磁気的方式

その他人の知覚によっては認識することができない方式により

作られた記録をいう。以下同じ。）であって、当該実施機関の職

員が組織的に用いるものとして、実施機関が保有しているものを

いう。ただし、官報、公報、白書、新聞、雑誌、書籍その他不特

定多数の者に販売し、又は頒布することを目的として発行される

ものを除く。 

（６）事業者 法人その他の団体（国及び地方公共団体を除く。）及

び事業を営む個人をいう。 

（４）事業者 法人その他の団体（国及び地方公共団体を除く。）及

び事業を営む個人をいう。 

（７）保有個人情報 実施機関の職員が職務上作成し、又は取得した

個人情報であって、当該実施機関の職員が組織的に利用し、又は

提供するものとして、当該実施機関が保有しているものをいう。

ただし、公文書に記録されているものに限る。 

（５）保有個人情報 実施機関の職員が職務上作成し、又は取得した

個人情報であって、当該実施機関の職員が組織的に利用し、又は

提供するものとして、当該実施機関が保有しているものをいう。

ただし、公文書に記録されているものに限る。 

（８）特定個人情報 行政手続における特定の個人を識別するための

番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号。以下「番

号法」という。）第２条第８項に規定する特定個人情報をいう。 

（６）特定個人情報 行政手続における特定の個人を識別するための

番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号。以下「番

号法」という。）第２条第８項に規定する特定個人情報をいう。 

（９）保有特定個人情報 実施機関の職員が職務上作成し、又は取得

した特定個人情報であって、当該実施機関の職員が組織的に利用

し、又は提供するものとして、当該実施機関が保有しているもの

をいう。ただし、公文書に記録されているものに限る。 

（７）保有特定個人情報 実施機関の職員が職務上作成し、又は取得

した特定個人情報であって、当該実施機関の職員が組織的に利用

し、又は提供するものとして、当該実施機関が保有しているもの

をいう。ただし、公文書に記録されているものに限る。 



（１０）情報提供等記録 番号法第２３条第１項及び第２項に規定す

る記録に記録された特定個人情報をいう。 

（８）情報提供等記録 番号法第２３条第１項及び第２項に規定する

記録に記録された特定個人情報をいう。 

（収集の制限） （収集の制限） 

第６条 実施機関は、個人情報を収集するときは、個人情報を取り扱

う事務（以下「個人情報取扱事務」という。）の目的を明確にし、

当該目的を達成するために必要な最小限の範囲内で、適法かつ公正

な手段により収集しなければならない。 

第６条 実施機関は、個人情報を収集するときは、個人情報を取り扱

う事務（以下「個人情報取扱事務」という。）の目的を明確にし、

当該目的を達成するために必要な最小限の範囲内で、適法かつ公正

な手段により収集しなければならない。 

２ 実施機関は、要配慮個人情報        を収集してはなら

ない。ただし、法令（法律、法律に基づく命令（告示を含む。）を

いう。）又は条例（以下「法令等」という。）に定めがある場合及

び個人情報取扱事務の目的を達成するために当該要配慮個人情報

が必要かつ欠くことができない場合は、この限りでない。 

２ 実施機関は、次に掲げる事項に関する個人情報を収集してはなら

ない。ただし、法令（法律、法律に基づく命令（告示を含む。）を

いう。）又は条例（以下「法令等」という。）に定めがある場合及

び個人情報取扱事務の目的を達成するために当該個人情報   

が必要かつ欠くことができない場合は、この限りでない。 

 （１）思想、信教及び信条に関する事項 

 （２）社会的差別の原因となるおそれのある事項 

 （３）犯罪に関する事項 

３ 実施機関は、個人情報を収集するときは、収集の目的を明らかに

して、本人から直接収集しなければならない。ただし、次の各号の

いずれかに該当するときは、この限りでない。 

３ 実施機関は、個人情報を収集するときは、収集の目的を明らかに

して、本人から直接収集しなければならない。ただし、次の各号の

いずれかに該当するときは、この限りでない。 

（１）本人の同意があるとき。 （１）本人の同意があるとき。 

（２）法令等に定めがあるとき。 （２）法令等に定めがあるとき。 

（３）出版、報道等により公にされているとき。 （３）出版、報道等により公にされているとき。 

（４）個人の生命、身体又は財産の安全を守るため、緊急かつやむを

得ないと認められるとき。 

（４）個人の生命、身体又は財産の安全を守るため、緊急かつやむを

得ないと認められるとき。 



（５）所在不明、心神喪失等の事由により、本人から収集することが

できないとき。 

（５）所在不明、心神喪失等の事由により、本人から収集することが

できないとき。 

（６）争訟、選考、指導、相談等の事務若しくは事業であって、本人

から収集したのでは、その目的を達成することができないと認め

られるとき、又は事務若しくは事業の性質上本人から収集したの

では当該事務若しくは事業の適正な執行に支障が生ずると認め

られるとき。 

（６）争訟、選考、指導、相談等の事務若しくは事業であって、本人

から収集したのでは、その目的を達成することができないと認め

られるとき、又は事務若しくは事業の性質上本人から収集したの

では当該事務若しくは事業の適正な執行に支障が生ずると認め

られるとき。 

（７）国若しくは地方公共団体から収集することが事務の執行上やむ

を得ないと認められる場合又は第１２条第１項各号のいずれか

に該当する利用若しくは提供により収集する場合であって、本人

の権利利益を不当に害するおそれがないと認められるとき。 

（７）国若しくは地方公共団体から収集することが事務の執行上やむ

を得ないと認められる場合又は第１２条第１項各号のいずれか

に該当する利用若しくは提供により収集する場合であって、本人

の権利利益を不当に害するおそれがないと認められるとき。 

（８）前各号に掲げるもののほか、実施機関が宮代町情報公開・個人

情報保護審議会（以下「審議会」という。）の意見を聴いて必要

があると認めたとき。 

（８）前各号に掲げるもののほか、実施機関が宮代町情報公開・個人

情報保護審議会（以下「審議会」という。）の意見を聴いて必要

があると認めたとき。 

４ 実施機関は、前項第８号の規定により個人情報を収集したとき

は、その旨を本人に通知しなければならない。ただし、審議会の意

見を聴いて特に必要がないと認めたときは、この限りでない。 

４ 実施機関は、前項第８号の規定により個人情報を収集したとき

は、その旨を本人に通知しなければならない。ただし、審議会の意

見を聴いて特に必要がないと認めたときは、この限りでない。 

５ 法令等の規定により、本人又はその代理人が申請行為その他これ

に類する行為を行う場合は、第３項本文の規定による収集がなされ

たものとみなす。 

５ 法令等の規定により、本人又はその代理人が申請行為その他これ

に類する行為を行う場合は、第３項本文の規定による収集がなされ

たものとみなす。 
  

 


